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議案第８６号 

   平成３０年度尼崎市一般会計補正予算（第２号） 

平成３０年度尼崎市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８５６，８６０千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０８，７６２，０

０４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の変更は、「第２表債務負担行為補正」による。 

（市債の補正） 

第３条 市債の追加及び変更は、「第３表市債補正」による。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

議86



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　　　入

40 国 庫 支 出 金 47,301,593 33,599 47,335,192

10 国 庫 補 助 金 5,086,151 33,599 5,119,750

55 寄 付 金 123,463 1,000 124,463

05 寄 付 金 123,463 1,000 124,463

60 繰 入 金 4,671,055 6,000 4,677,055

10 基 金 繰 入 金 4,669,502 6,000 4,675,502

65 繰 越 金 18,230 150,242 168,472

05 繰 越 金 18,230 150,242 168,472

70 諸 収 入 6,520,953 388,119 6,909,072

25 収益事業収入 320,000 130,000 450,000

30 雑 入 4,839,667 258,119 5,097,786

75 市 債 24,393,400 277,900 24,671,300

05 市 債 24,393,400 277,900 24,671,300

207,905,144 856,860 208,762,004

款 項

歳  入  合　計

補正前の額 補正額

（単位　千円）

計

議86-2



　歳　　　出

10 総 務 費 16,207,024 539,718 16,746,742

05 総 務 管 理 費 13,711,005 506,119 14,217,124

15
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

906,373 33,599 939,972

15 民 生 費 101,829,243 19,309 101,848,552

05 社 会 福 祉 費 37,464,642 4,932 37,469,574

10 児 童 福 祉 費 27,407,002 14,377 27,421,379

40 土 木 費 20,317,893 112,868 20,430,761

05 土 木 管 理 費 7,367,318 330 7,367,648

30 都 市 計 画 費 4,805,427 95,772 4,901,199

40 住 宅 費 4,848,330 16,766 4,865,096

45 消 防 費 4,917,744 15,668 4,933,412

05 消 防 費 4,917,744 15,668 4,933,412

50 教 育 費 16,005,757 146,297 16,152,054

10 小 学 校 費 2,273,799 62,996 2,336,795

15 中 学 校 費 694,613 43,457 738,070

20 高 等 学 校 費 2,320,707 39,244 2,359,951

25 幼 稚 園 費 685,721 600 686,321

53 災 害 復 旧 費 1 23,000 23,001

15
公共土木施設
災 害 復 旧 費

- 23,000 23,000

207,905,144 856,860 208,762,004

款 項 補正前の額

歳  出  合　計

補正額 計

議86-3



第２表　　債務負担行為補正
（単位　千円）

　変　　　更

第３表　　市債補正
（単位　千円）

　追　　　加

　変　　　更

学 校 施 設 整 備 事 業 費 限 度 額 1,408,700 限 度 額 1,554,100

限 度 額 1,323,500 限 度 額 1,340,000

消 防 施 設 整 備 事 業 費 限 度 額 228,900 限 度 額 240,600

　借入れの日から据
置期間を含め30年以
内に半年賦元金均等
その他の方法により
償還する。
　ただし、財政の都
合により繰上げ償還
を行い、償還年限を
短縮し、又は利率を
高めないで借換えを
することができるも
のとし、借入れ先の
融通条件があるとき
は、これに従うこと
ができる。

更 生 保 護 施 設
整 備 事 業 費

3,600

公 園 整 備 事 業 費 限 度 額 112,000 限 度 額 178,400

災害復旧事業費

起債の目的

199,600

起　債　の　目　的 補　　正　　前

23,000

利　率起債の方法

社会福 祉施 設整 備事業費 限 度 額 188,300 限 度 額

住 宅 建 設 事 業 費

補　　正　　後

限度額

限度額

平成32年度

期　間

500,000

限度額

平成31年度

期　間

償還の方法

普通貸借又は
証券発行

5.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

道 路 橋 り ょ う
新 設 改 良 事 業

事　項
補正後補正前

148,000

議86-4



（ 補 正 ２ 号 ）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

議86-5



議86-6



議86-7



議86-8



議86-9



議86-10



議86-11



議86-12



議86-13



議86-14



議86-15



議86-16



議86-17



議86-18



議86-19



議86-20



議86-21



議86-22



議86-23



議86-24



議86-25



議86-26



２　債務負担行為で平成31年度以降にわたるものについての平成29年度末までの支出額及び平成30年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位　千円）

　変　更

500,000 250,000 25,000225,000500,000 平成32年度まで

補正後の額

352,000 18,300165,100352,000 平成32年度まで 168,600

59,900

補 正 額

148,000 平成31年度まで 148,000 81,400 6,700

道路橋りょう新設改良事業 補正前の額

一般財源
摘　要

平成 29 年 度 末までの
支 出 額

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　定　　財　　源

金　　額 国県支出金 市　債 その他期　　間 金　　額 期　　間
事　　項 限　度　額

議86-27
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   (単位　千円)

平 成 30 年 度 中 平 成 30 年 度 中

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額
 普　  通  　債 147,904,834 143,863,637 20,509,300 20,445,650 143,927,287
土 木 49,151,823 45,328,263 9,554,000 11,696,862 43,185,401
教 育 49,987,644 50,507,746 5,267,800 4,213,973 51,561,573
市 営 住 宅 15,707,986 15,182,757 2,703,100 1,682,889 16,202,968
住 宅 資 金 貸 付 18,561 12,599 - 9,478 3,121
総 務 1,538,564 2,761,789 2,120,600 52,241 4,830,148
民 生 6,449,244 6,753,960 264,500 525,198 6,493,262
衛 生 18,043,131 17,026,601 358,700 1,378,164 16,007,137
労 働 600 200 - 200 -
商 工 124,119 111,382 - 23,548 87,834
消 防 2,186,385 1,904,285 240,600 429,681 1,715,204
企業会計等出資金 4,696,777 4,274,055 - 433,416 3,840,639

 災 害 復 旧 債 14,581 12,912 23,000 2,101 33,811
土 木 13,200 11,988 23,000 1,641 33,347
その他公共施設等 1,381 924 - 460 464

 そ    の    他 101,023,465 101,744,256 8,219,900 9,586,458 100,377,698
減 税 補 て ん 債 2,776,582 2,201,347 - 532,264 1,669,083
臨時税収補てん債 222,579 - - - -
臨時 財 政対 策 債 83,340,624 86,401,123 7,900,000 5,407,907 88,893,216
退 職 手 当 債 11,109,125 9,953,761 319,900 3,322,042 6,951,619
減 収 補 て ん 債 3,574,555 3,188,025 - 324,245 2,863,780

 合            計 248,942,880 245,620,805 28,752,200 30,034,209 244,338,796

市債の平成28年度末における現在高並びに平成29年度末及び平成30年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　分 平成28年度末現在高
平 成 29 年 度 末
現 在 高 見 込 額

平 成 30 年 度 中 増 減 見 込 み
平 成 30 年 度 末
現 在 高 見 込 額

議86-28



議案第８７号 

   平成３０年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費補正予算 

（第１号） 

平成３０年度尼崎市の特別会計後期高齢者医療事業費補正予算（第１

号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１，５５９千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，８３０，８０２千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

議87



第１表  歳入歳出予算補正

　歳　　　入

40 国 庫 支 出 金 - 7,128 7,128

10 国 庫 補 助 金 - 7,128 7,128

70 諸 収 入 8,100 4,431 12,531

10
償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

7,839 4,431 12,270

5,819,243 11,559 5,830,802

　歳　　　出

05 総 務 費 70,102 7,128 77,230

05 総 務 管 理 費 45,599 7,128 52,727

60 諸 支 出 金 7,839 4,431 12,270

05
償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

7,839 4,431 12,270

5,819,243 11,559 5,830,802

款 項

歳  入  合　計

（単位　千円）

計補正前の額 補正額

歳  出  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

議87-2



（ 補 正 １ 号 ）

特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 予 算 説 明 書

議87-3



議87-4



議87-5



議87-6



議87-7





議 88 

議案第８８号 

平成３０年度尼崎市水道事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 平成３０年度尼崎市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 平成３０年度尼崎市水道事業会計予算（以下「予算」という。）

第３条の収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 （科  目） （既決予定額）（補正予定額） （計） 

収        入 

第１款 水道事業収益 9,810,543 千円  △ 6,836 千円  9,803,707 千円  

第２項 営業外収益 200,184 千円  △ 6,836 千円  193,348 千円  

支        出 

第１款 水道事業費用 8,843,445 千円  △ 32,068 千円  8,811,377 千円  

第１項 営 業 費 用 8,489,350 千円  △ 26,267 千円  8,463,083 千円  

第２項 営業外費用 339,723 千円  △ 5,801 千円  333,922 千円  

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 2,783,067 千円は、過年度分損益勘定留保資金 1,236,103 千円、

建設改良積立金 1,350,974 千円及び当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 195,990 千円で補てんするものとする。」を「資本的収

入額が資本的支出額に対し不足する額 2,795,351 千円は、過年度分損

益勘定留保資金 1,247,480 千円、建設改良積立金 1,350,974 千円及び

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 196,897 千円で補て

んするものとする。」に改め、同条資本的収入及び支出の予定額のうち

支出の予定額を、次のとおり補正する。 

 （科  目） （既決予定額）（補正予定額） （計） 

支        出 

第１款 水道事業資本的支出 3,528,032 千円 12,284 千円  3,540,316 千円  

第１項 建設改良費 211,590 千円 12,284 千円  223,874 千円  



議 88-2 

（債務負担行為） 

第４条 予算第５条の債務負担行為をすることができる事項、期間及び

限度額について、次のとおり追加する。 

事    項 期  間 限 度 額 

上 下 水 道 庁 舎 

外 壁 補 修 等 工 事 
平成 31 年度 33,103 千円 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 



（単位  千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業収益 9,810,543 △ 6,836 9,803,707 

2 営 業 外 収益 200,184 △ 6,836 193,348 

3 付帯事業収益 9,962 △ 6,836 3,126 
上下水道庁舎外壁補修等工
事付帯収益の補正

（単位  千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業費用 8,843,445 △ 32,068 8,811,377 

1 営 業 費 用 8,489,350 △ 26,267 8,463,083 

8 総 係 費 731,240 △ 26,267 704,973 
上下水道庁舎外壁補修等工
事費用の補正

2 営 業外 費用 339,723 △ 5,801 333,922 

備 考

平成30年度尼崎市水道事業会計補正予算実施計画

項 目

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 備 考

収            入

支            出

款 項 目

2 付 帯事 業 費 9,962 △ 6,836 3,126 
上下水道庁舎外壁補修等工
事付帯費用の補正

3
消 費税 及び
地方消 費税

81,021 1,032 82,053 
消費税及び地方消費税納税
額の補正

4 雑 支 出 689 3 692 
納税計算に係るその他雑支
出の補正

（単位  千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
水 道 事 業
資 本 的 支 出

3,528,032 12,284 3,540,316 

1 建 設 改 良費 211,590 12,284 223,874 

2 営 業 設 備 費 163,146 12,284 175,430 ブロック塀改修費用の補正

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支            出

款 項 目 備 考
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期 間 金 額 期 間 金 額 負 担 金 自己財源

千円 千円 千円 千円 千円

上 下 水 道 庁 舎
外 壁 補 修 等 工 事

33,103 ― ― 平成31年度 33,103 6,836 26,267

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左 の 財 源
内 訳

議 88-4



議 89 

議案第８９号 

平成３０年度尼崎市工業用水道事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 平成３０年度尼崎市工業用水道事業会計の補正予算（第１号）

は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 平成３０年度尼崎市工業用水道事業会計予算（以下「予算」と

いう。）第３条の収益的収入及び支出の予定額のうち支出の予定額を、

次のとおり補正する。 

 （科  目） （既決予定額）（補正予定額） （計） 

支        出 

第１款 工 業 用 水 道 事 業 費 用 1,862,343 千円  △ 7,159 千円  1,855,184 千円  

第１項 営 業 費 用 1,048,171 千円  △ 6,397 千円  1,041,774 千円  

第３項 営業外費用 39,767 千円  △ 762 千円  39,005 千円  

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 117,464 千円は、過年度分損益勘定留保資金 19,238 千円、建設

改良積立金 89,302 千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 8,924 千円で補てんするものとする。」を「資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 141,705 千円は、過年度分損益勘定留保

資金 42,005 千円、建設改良積立金 89,302 千円及び当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額 10,398 千円で補てんするものとす

る。」に改め、同条資本的収入及び支出の予定額のうち支出の予定額を、

次のとおり補正する。 

 （科  目） （既決予定額）（補正予定額） （計） 

支        出 

第１款 工業用水道事業資本的支出   160,886 千円  24,241 千円  185,127 千円  

第１項 建設改良費 74,125 千円  24,241 千円  98,366 千円  

（債務負担行為） 

第４条 予算第５条の債務負担行為をすることができる事項、期間及び
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限度額について、次のとおり追加する。 

事    項 期  間 限 度 額 

上 下 水 道 庁 舎 

外 壁 補 修 等 工 事 
平成 31 年度 6,397 千円 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 



（単位  千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
工 業 用 水 道
事 業 費 用

1,862,343 △ 7,159 1,855,184 

1 営 業 費 用 1,048,171 △ 6,397 1,041,774 

5 総 係 費 140,929 △ 6,397 134,532 
上下水道庁舎外壁補修等工
事費用の補正

3 営 業 外 費用 39,767 △ 762 39,005 

2
消 費 税 及 び
地 方消 費 税

32,256 △ 1,085 31,171 
消費税及び地方消費税納税
額の補正

3 雑 支 出 2,353 323 2,676 
納税計算に係るその他雑支
出の補正

（単位  千円）

既決予定額 補正予定額 計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支            出

款 項 目 備 考

支            出

款

平成30年度尼崎市工業用水道事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 目 備 考

1
工業用水道事業
資 本 的 支 出

160,886 24,241 185,127 

1 建 設 改 良費 74,125 24,241 98,366 

1 営 業 設 備費 74,125 24,241 98,366 ブロック塀改修費用の補正
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期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 財 源

千円 千円 千円 千円

上 下 水 道 庁 舎
外 壁 補 修 等 工 事

6,397 ― ― 平成31年度 6,397 6,397

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生 ( 見込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源
内 訳

議 89-4



議 90 

議案第９０号 

平成３０年度尼崎市モーターボート競走事業会計補正予算（ 

第２号） 

（総 則） 

第１条 平成３０年度尼崎市モーターボート競走事業会計の補正予算

（第２号）は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 平成３０年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算（以下 

「予算」という。）第３条の収益的収入及び支出の予定額のうち支出

の予定額を、次のとおり補正する。 

    （科  目）     （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

支        出 

第１款  モーターボート競走事業費用 40,078,949 千円 △ 135 千 円 40,078,814 千円

 第２項  営 業 外 費 用 323,324 千円 △ 135 千 円 323,189 千円

（資本的支出） 

第３条 予算第４条括弧書中「資本的支出額 1,071,275 千円の財源は、

過年度分損益勘定留保資金 936,044 千円、当年度分損益勘定留保資金

57,021 千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

78,210 千円で補てんするものとする。」を「資本的支出額 1,110,312

千円の財源は、過年度分損益勘定留保資金 936,044 千円、当年度分損

益勘定留保資金 93,167 千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 81,101 千円で補てんするものとする。」に改め、同条資

本的支出の予定額を、次のとおり補正する。 

    （科  目）     （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

支        出 

第１款 モーターボート競走事業資本的支出 1,071,275 千円 39,037 千円 1,110,312 千円

 第１項 建 設 改 良 費  1,070,275 千円 39,037 千円 1,109,312 千円

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 



（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 モーター 40,078,949 △ 135 40,078,814

ボ ー ト

競走事業

費 用

2 営 業 外 323,324 △ 135 323,189

費 用

3 消費税及び 3,263 △ 135 3,128

地方消費税

（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 モーター 1,071,275 39,037 1,110,312

ボ ー ト

競走事業

資 本 的

支 出

1 建 設 1,070,275 39,037 1,109,312

改 良 費

1 営業設備費 1,070,275 39,037 1,109,312 ブロック塀改修費用の補正

税額の補正

款 項 目

平成30年度尼崎市モーターボート競走事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 支 出

支          出

消費税及び地方消費税納

備          考

支          出

款 項 目 備          考

議90-2



条 例





議 91

議案第９１号

   尼崎市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例について

 尼崎市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

   尼崎市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例

 尼崎市公共施設整備基金条例（昭和５３年尼崎市条例第１９号）の一

部を次のように改正する。

 題名を次のように改める。

  尼崎市公共施設整備保全基金条例

第１条中「本市の」を「市が設置する」に、「公共事業の円滑かつ効

率的な執行を図るため、尼崎市公共施設整備基金」を「保全に要する経

費の財源を確保するため、尼崎市公共施設整備保全基金」に改める。

第２条中「に掲げる額」を「のとおり」に改め、同条第１号中「本市

が施行する」を「市に係る」に、「売上金の額に１，０００分の２を乗

じて得た額以上の額で」を「収益の額の範囲内において」に改める。

第３条第１項中「金融機関等」を「金融機関」に、「確実」を「最も

確実」に改め、同条第２項中「確実」を「最も確実」に改める。

第６条中「次に掲げる場合」を「第１条に規定する設置の目的を達成

するため、市長が必要があると認めるとき」に改め、同条各号を削る。

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。

（説 明）

  公共施設に係る予防保全の更なる推進等を図るため、条例改正が必

要であることから、本案を提出する。





議 92 

議案第９２号 

尼崎市文化振興基金条例について 

尼崎市文化振興基金条例を次のように制定する。

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美     

尼崎市文化振興基金条例 

（設置） 

第１条 本市における文化の振興（以下「文化振興」という。）を図る

ため、尼崎市文化振興基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次のとおりとする。 

 文化振興に関する事業に要する経費に充てるための寄付金の額 

 毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める

額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

（繰替運用） 

第４条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方

法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替え

て運用することができる。 

（基金への編入） 

第５条 基金から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するもの

とする。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するため、市長が

必要があると認めるときに限り、処分することができる。 

（委任） 



議 92-2 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、平成３０年１１月３日から施行する。 

（説 明） 

尼崎市文化振興基金を設置するため、条例制定が必要であることか

ら、本案を提出する。 



議 93  

議案第９３号

   尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例

尼崎市介護保険条例（平成１２年尼崎市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条第６号ア中「令第３８条第１項第１号ハ」を「当該保険料の賦

課期日の属する年の前年の合計所得金額（令第２２条の２第１項」に改

め、「いう。」の次に「）をいう。」を加える。 

第１２条中「者又は」を「者、」に、「者は」を「者、法第１０７条

第１項の規定により介護医療院の開設の許可を受けようとする者、法第

１０８条第４項において準用する法第１０７条第１項の規定により当該

許可の更新を受けようとする者又は同条第２項の規定により介護医療院

の変更の許可（同令第１３８条第１項第７号に掲げる事項の変更を伴う

ものに限る。）を受けようとする者は」に改める。 

別表第３に次の３項を加える。 

６ 介護医療院の開設許可申請手数

料
１件につき ６３，０００円

７ 介護医療院の開設許可更新申請

手数料 
１件につき １５，０００円 

８ 介護医療院の変更許可申請手数

料 
１件につき ３３，０００円 

付 則

この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、第５条第６号ア

の改正規定は、公布の日から施行する。
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（説 明）

  地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す

る法律（平成２９年法律第５２号）の制定による介護医療院の創設等

に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。



議 94 

議案第９４号

   尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、 

設備及び運営の基準等を定める条例の一部を改正する条例に 

ついて 

 尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、設備及び

運営の基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、 

設備及び運営の基準等を定める条例の一部を改正する条例

尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、設備及び

運営の基準等を定める条例（平成２４年尼崎市条例第５２号）の一部を

次のように改正する。 

第２条中「及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律

第８３号。以下「改正法」という。）附則第１３０条の２第１項の規定

によりなおその効力を有するものとされる改正法第２６条の規定による

改正前の法（以下「旧法」という。）」を削る。 

第３条第１項中「並びに法」を「、法第７２条の２第１項第１号の条

例で定める基準及び員数並びに同項第２号の条例で定める基準並びに

法」に改める。 

第５条第１項中「並びに法」を「、法第１１５条の２の２第１項第１

号の条例で定める基準及び員数並びに同項第２号の条例で定める基準並

びに法」に改める。 

第１０条第１項中「法」を「法第７８条の２の２第１項第１号の条例

で定める基準及び員数並びに同項第２号の条例で定める基準並びに法」

に改める。 

第１４条の見出し中「設備及び」を「施設及び設備並びに」に改める。 

第２０条を削る。 

第１９条第１項中「第１１５条の４６第４項」を「第１１５条の４６

第５項」に改め、同条を第２０条とし、第１８条を第１９条とする。 
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第１７条第１項中「法第１１５条の１４第１項」の前に「法第１１５

条の１２の２第１項第１号の条例で定める基準及び員数並びに同項第２

号の条例で定める基準並びに」を加え、同条を第１８条とし、第１６条

を第１７条とし、第１５条を第１６条とし、第１４条の次に次の１条を

加える。 

（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準） 

第１５条 法第１１１条第１項の条例で定める施設、同条第２項の条例

で定める員数及び同条第３項の条例で定める基準は、次項に規定する

もののほか、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準（平成３０年厚生労働省令第５号。以下この条において「省令」と

いう。）に定める基準（省令第２条第２項に規定する基準を除く。以

下この条において「人員等基準」という。）（人員等基準の特例とし

て定められている基準がある場合には、その基準を含む。）のとおり

とする。この場合において、省令第４２条第２項（省令第５４条にお

いて準用する場合を含む。）中「２年間」とあるのは、「５年間」と

する。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及び第９項から第１３項ま

での規定は介護医療院の設置者について、同条第４項及び第７項の規

定は介護医療院について準用する。この場合において、必要な技術的

読替えは、規則で定める。 

 別表中「第１９条第２項第１号」を「第２０条第２項第１号」に改め

る。 

付 則

この条例は、平成３０年１１月１日から施行する。ただし、第２条及

び第１９条第１項の改正規定並びに第２０条を削る改正規定は、公布の

日から施行する。
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（説 明）

  地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す

る法律（平成２９年法律第５２号）の制定による共生型サービスの創

設及び介護医療院の創設等に伴い、条例改正が必要であることから、

本案を提出する。





議 95 

議案第９５号 

   尼崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準等を定める条例の一部を改正する条例につい 

て 

 尼崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等を

定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準等を定める条例の一部を改正する条例 

尼崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等を

定める条例（平成２４年尼崎市条例第５０号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第１項中「の条例で定める基準並びに法第４３条第１項」を「、

第４１条の２第１項各号並びに第４３条第１項及び第２項」に改め、

「並びに同条第２項の条例で定める指定障害福祉サービスの事業の設備

及び運営の基準」を削り、「」とする」を「」と、省令の規定（指定就

労定着支援（省令第２０６条の２に規定する指定就労定着支援をいう。）

に関する記録の保存期間に係る規定として規則で定めるものに限る。）

中「当該指定就労定着支援を提供した日」とあるのは「その完結の日」

とする」に改める。 

付 則 

 この条例は、平成３０年１１月１日から施行する。 
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（説 明） 

  地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す

る法律（平成２９年法律第５２号）の制定による共生型サービスの創

設等に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第９６号 

尼崎市立ユース交流センターの設置及び管理に関する条例に 

ついて 

尼崎市立ユース交流センターの設置及び管理に関する条例を次のよう

に制定する。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市立ユース交流センターの設置及び管理に関する条例 

尼崎市立青少年センターの設置及び管理に関する条例（昭和４９年尼

崎市条例第３６号）の全部を改正する。 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、尼崎市立ユース交流センター（以下「センター」

という。）の設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 青少年の健全な育成及び福祉の増進を図るための施設としてセ

ンターを設置する。 

（位置） 

第３条 センターの位置は、尼崎市若王寺２丁目１８番４号とする。 

（事業） 

第４条 センターは、第２条に規定する設置の目的（以下「設置目的」

という。）を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

 青少年の健全な育成を図るための学習及び啓発に関すること。 

 青少年の自主的な企画及び運営による活動の支援に関すること。 

 青少年等の交流の促進に関すること。 

 青少年に対する適切な支援に寄与する人材の育成に関すること。 

 青少年に係る相談及び支援に関すること。 

 青少年等の活動の場の提供に関すること。

 その他市長が必要と認める事業 

（利用時間等） 

第５条 センターの利用時間及び休館日は、規則で定める。ただし、市



議 96-2 

長が特別の理由があると認めるときは、利用時間若しくは休館日を変

更し、又は臨時にセンターの全部若しくは一部の供用を停止すること

ができる。 

（利用の許可等） 

第６条 センターを利用しようとする者は、市長の許可を受けなければ

ならない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前項の許

可（以下「利用許可」という。）をしないことができる。 

 営利を目的として利用するおそれがあるとき。 

 公の秩序、善良の風俗その他公益を害するおそれがあるとき。 

 センターの施設又は設備その他の物件（以下「付属設備」とい

う。）を汚損し、毀損し、又は滅失させるおそれがあるとき。 

 第４条各号に掲げる事業の実施に支障があるとき。 

 その他センターの管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第７条 センターの利用は、無料とする。ただし、設置目的に適合した

活動以外の活動を行うためにセンターを利用しようとする者で利用許

可を受けたもの（以下「利用者」という。）は、別表に定める使用料

を前納しなければならない。 

２ 市長は、規則で定める特別の理由があると認めるときは、使用料を

減免することができる。 

３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、規則で定める特別の理由が

あると認めるときは、この限りでない。 

（禁止行為） 

第８条 センターにおいては、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

 利用許可を受けた利用人数を超えて利用すること。 

 センターの施設若しくは付属設備を汚損し、毀損し、若しくは滅

失させ、又はこれらのおそれがある行為 

 その他規則で定める行為 

（利用許可の取消し等） 
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第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用許可を取

り消し、又は利用許可の条件を変更することができる。 

 利用者が偽りその他不正の手段により利用許可を受けたとき。 

 利用者が利用許可の条件に違反したとき。 

 この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこれらの規定

に基づく処分に違反する行為があったとき。 

 その他市長がセンターの管理上支障があると認めるとき。 

２ 本市は、前項の規定による利用許可の取消し又は利用許可の条件の

変更を受けた者が、これらによって損害を受けても、その損害につい

て賠償等の責任を負わない。 

（原状回復義務等） 

第１０条 自己の責めに帰すべき事由によりセンターの施設又は付属設

備を汚損し、毀損し、又は滅失させた者は、直ちに、これを原状に回

復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

（センターの管理） 

第１１条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体（以下「法人

等」という。）であって市長が指定するもの（以下「指定管理者」と

いう。）に行わせることができる。 

（指定管理者の指定の申請） 

第１２条 指定管理者の指定を受けようとする法人等は、規則で定める

ところにより、指定管理者指定申請書に事業計画書その他規則で定め

る書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（指定管理者の選定） 

第１３条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その申請の

内容を次の各号に掲げる基準に照らして審査し、センターの管理を行

わせるに最適な法人等を、指定管理者の指定を受けるべきものとして

選定するものとする。 

 市民の平等な利用が確保されること。 

 センターの効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る
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経費の縮減が図られるものであること。 

 センターの管理を安定して行う能力を有していること。 

 前各号に掲げるもののほか、設置目的を達成するために十分な能

力を有していること。 

（指定管理者の指定等の公告） 

第１４条 市長は、前条の規定により選定した法人等を指定管理者に指

定したときは、その旨を公告するものとする。地方自治法第２４４条

の２第１１項の規定により指定管理者の指定を取り消し、又は管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命じたときも、同様とする。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第１５条 指定管理者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

 第４条各号に掲げる事業の実施に関すること。 

 利用許可、その取消しその他センターの利用に関すること。 

 センターの利用に係る使用料の徴収、減免及び還付に関すること。 

 センターの施設及び付属設備の維持管理に関すること。 

 その他市長が必要と認める業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１６条 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則の規定に

従い、センターの管理を行わなければならない。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、センターの管理について必要

な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第１２条から

第１４条までの規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置）

２ この条例による改正後の尼崎市立ユース交流センターの設置及び管

理に関する条例別表の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る

使用料について適用し、同日前の利用に係る使用料については、なお
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従前の例による。 
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別表 

区  分 

使  用  料 

午 前 ９ 時 か ら

午 後 ０ 時 ま で

午 後 １ 時 か ら

午 後 ５ 時 ま で

午 後 ６ 時 か ら

午 後 ９ 時 ま で

ホ

ー

ル

フロ ア及 び

ステ ージ の

使用 

７，２００円 １２，３００円 １４，３００円

フロ アの 使

用 
５，３００円 ９，０００円 １０，５００円

多

目

的

室

全面使用 ３，１００円 ５，２００円 ６，１００円

２分 の１ 面

使用 
１，６００円 ２，６００円 ３，１００円

活 動 支 援 室 １ ２，０００円 ３，５００円 ４，１００円

活 動 支 援 室 ２ ２，３００円 ４，０００円 ４，７００円

音 楽 ス タ ジ オ ８００円 １，４００円 １，６００円

摘要 本市内に住所を有しない者（本市内に存する学校等に通学し、

又は本市内に勤務場所を有する者を除く。）（法人等にあって

は、本市内に事務所又は事業所を有しないもの）が利用する場合

の使用料の額は、利用許可を受けた利用時間及びこれに係るこの

表の右欄に掲げる額で算定された額に１００分の１５０を乗じて

得た額とする。 

（説 明）

  尼崎市立青少年センターの名称及び位置を変更し、事業を拡充する

とともに指定管理者制度を導入するため、条例改正が必要であること

から、本案を提出する。
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議案第９７号

   尼崎市指定管理者選定委員会条例の一部を改正する条例につ

いて

 尼崎市指定管理者選定委員会条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

   尼崎市指定管理者選定委員会条例の一部を改正する条例

尼崎市指定管理者選定委員会条例（平成２５年尼崎市条例第５６号）

の一部を次のように改正する。

別表第１中第３０項を第３１項とし、第１９項から第２９項までを１

項ずつ繰り下げ、第１８項の次に次の１項を加える。

１９ 尼崎市立ユース交流センター

別表第１備考中「第１９項、第２０項、第２３項、第２４項、第２６

項及び第２８項」を「第２０項、第２１項、第２４項、第２５項、第２

７項及び第２９項」に改める。

別表第２中第１８項を第１９項とし、第１０項から第１７項までを１

項ずつ繰り下げ、第９項の次に次の１項を加える。

１０ 尼崎市立ユース交流センター

別表第２備考中「第１０項、第１３項、第１４項及び第１６項」を

「第１１項、第１４項、第１５項及び第１７項」に改める。

付 則

 この条例は、公布の日から施行する。

（説 明）

  尼崎市立ユース交流センターについて、公募による指定管理者を選

定するに当たり、条例改正が必要であることから、本案を提出する。
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議案第９８号 

   尼崎市農業共済条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市農業共済条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市農業共済条例の一部を改正する条例 

 尼崎市農業共済条例（昭和４１年尼崎市条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

目次を次のように改める。 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 共済事業（第４条－第４０条） 

第３章 財務（第４１条－第４６条） 

第４章 尼崎市農業共済損害評価会（第４７条－第５１条） 

第５章 雑則（第５２条・第５３条） 

付則 

 第１条中「本市が農業災害補償法の一部を改正する法律（平成２９年

法律第７４号）による改正前の農業災害補償法」を「市が農業保険法」

に、「）（以下」を「。以下」に、「基づいて」を「基づき」に改める。 

第２章第１節の節名及び第３条を削る。 

第２条中「本市が行なう」を「市が行う」に改め、第１章中同条を第

３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法並びに農業保険法施行規則

（平成２９年農林水産省令第６３号。以下「省令」という。）第１章、

第３章第１節第１款及び第２款並びに附則における用語の意義による。 

第４条を次のように改める。 

（共済事業の種類等） 

第４条 市は、農作物共済を行うものとし、第１号に規定する共済目的

（以下「共済目的」という。）につき、第２号に規定する共済事故
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（以下「共済事故」という。）によって生じた損害について、市との

間に農作物共済の共済関係の存する者（以下「農作物共済加入者」と

いう。）に対して共済金を交付するものとする。 

 共済目的 水稲 

 共済事故 風水害、干害、冷害、雪害その他気象上の原因（地震

及び噴火を含む。）による災害、火災、病虫害又は鳥獣害 

第５条第１項中「本市は」を「市は」に、「本市が」を「市が」に、

「第１４条」を「第１９条」に、「金額」を「額」に改め、「の事務

費」を削り、「から本市に賦課された賦課金」を「が市に賦課する事務

費」に、「を本市との間に共済関係の存する者」を「に相当する額の合

計額を農作物共済加入者」に改め、同条第２項及び第３項を次のように

改める。 

２ 前項の規定による賦課は、水稲共済割によるものとし、その賦課総

額及び賦課単価は、市長が尼崎市議会（以下「議会」という。）の議

決を経て定める。 

３ 第１項の規定により賦課された事務費（以下「賦課金」という。）

の納付の期限は、加入者負担共済掛金（農作物共済の共済掛金のうち

農作物共済加入者が負担する部分をいう。以下同じ。）の納付の期限

と同一の期限とする。 

第６条を削る。 

第７条中「払いもどし」を「払戻し」に、「３年間これを行わないと

きは、」を「これらを行使することができる時から３年間行使しないと

きは、法令の規定に従い」に改め、同条を第６条とする。 

 第８条を削る。 

 第９条の見出し中「相殺禁止」を「相殺の制限」に改め、同条中「本

市との間に共済関係の存する者」を「農作物共済加入者」に、「本市

に」を「市に」に改め、同条を第７条とする。 

 第１０条の見出し中「最低額」を「額の下限」に改め、同条中「本市

が本市との間に共済関係の存する者」を「市が農作物共済加入者」に、

「、本市」を「、市」に、「下らない」を「下回らない」に改め、同条
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を第８条とし、第１０条の２を第９条とし、同条の次に次の１条を加え

る。 

（共済関係の存続） 

第１０条 農作物共済加入者が、住所を移転したこと（法人にあっては

その主たる事務所の所在地を移転したこと、農業共済資格団体にあっ

てはその構成員が住所を移転したこと）により農作物共済資格者（第

２１条第２項に規定する農作物共済資格者をいう。）でなくなった場

合において、その共済関係を存続させることについてその移転前に市

長の承諾を受けていたときは、同項の規定にかかわらず、当該共済関

係は、なお存続するものとする。 

２ 市長は、正当な理由なく前項の承諾を拒むことができない。 

第１１条の見出しを「（共済関係に関する権利義務の承継）」に改め、

同条第１項及び第２項を次のように改める。 

共済目的の譲受人（農業共済資格団体の構成員が共済目的を譲り受

ける場合にあっては、当該農業共済資格団体。以下この項及び次項に

おいて同じ。）は、市長の承諾を受けて、当該共済目的に係る共済関

係に関し当該共済目的の譲渡人（農業共済資格団体の構成員が共済目

的を譲り渡す場合にあっては、当該農業共済資格団体）の有する権利

義務を承継することができる。この場合において、当該譲受人の住所

（当該譲受人が法人である場合にあってはその主たる事務所の所在地、

当該譲受人が農業共済資格団体である場合にあってはその代表者の住

所。次項において同じ。）が兵庫県の区域その他市長が別に定める区

域外にある場合は、市長は、その承諾を拒むものとする。 

２ 前項の規定による承諾を受けようとする共済目的の譲受人は、その

譲受けの日から２週間以内に当該譲受人の住所、共済目的の所在地そ

の他共済目的の状況を明らかにする書面を添えて市長に申請しなけれ

ばならない。 

第１１条第３項及び第４項を削り、同条第５項中「承諾する」を「当

該申請に係る承諾をする」に、「決定して譲受人に」を「決定し、当該

申請を行った者にその旨を」に改め、同項を同条第３項とし、同条第６
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項中「第２項」を「第１項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第７

項を削り、同条第８項中「前７項」を「前各項」に改め、同項を同条第

５項とする。 

第１２条中「本市との間に共済関係の存する者」を「農作物共済加入

者」に改める。 

第１３条中「本市との間に共済関係の存する者に」を「農作物共済加

入者に対し」に、「には、その者の負担した」を「において、当該処置

に要する」に、「本市の」を「市の」に改める。 

第１４条中「本市」を「市」に改める。 

第１５条の見出しを「（立入調査）」に改め、同条中「いつでも」を

「その職員に」に、「立ち入り」を「立ち入らせ」に、「調査する」を

「調査させる」に改める。 

第１６条第３項を削り、同条第２項中「本市との間に共済関係の存す

る者」を「農作物共済加入者」に改め、同項第１号から第３号までの規

定中「災害」を「共済事故」に改め、同項第４号中「災害」を「共済事

故による被害」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項中「本市と

の間に共済関係の存する者」を「農作物共済加入者」に改め、同項を同

条第２項とし、同条に第１項として次のように加える。 

農作物共済加入者は、共済目的について次の各号のいずれかに該当

するときは、遅滞なく、その旨を市長に通知しなければならない。 

 譲渡し 

 収穫適期前の刈取り又はすき込み 

 他の類区分に該当することとなる栽培方法等の変更 

 その農作物共済の引受方式として災害収入共済方式を選択した場

合にあっては、収穫物の出荷計画の変更 

第１６条第４項を削る。 

第１７条中「本市」を「市」に、「法第９８条の２」を「省令第８２

条」に改める。 

第１８条中「農作物共済の」を削り、「第７８条」を「、第４７条」

に、「聞く」を「聴く」に改める。 
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第１８条の２第１項中「本市は」を「市は」に、「責めに任じないも

のとする」を「責任を負わない」に改め、同項第２号中「本市との間に

共済関係の存する者」を「農作物共済加入者」に、「当該共済関係の存

する者」を「当該農作物共済加入者」に改め、同項第３号中「本市との

間に共済関係の存する者」を「農作物共済加入者」に、「共済関係の存

する者に」を「農作物共済加入者に」に改め、同条第２項中「本市との

間に共済関係の存する者」を「農作物共済加入者」に、「てん補する」

を「 補する」に改める。 

第１８条の３中「てん補する」を「 補する」に、「本市との間に共

済関係の存する者は、本市」を「農作物共済加入者は、市」に、「共済

掛金について、」を「、その」に、「共済掛金に至るまで」を「額に至

るまで共済掛金」に改める。 

第１９条中「本市は」を「市は」に、「の無効若しくは失効の」を

「が無効であり、若しくは失効した」に、「本市が」を「市が」に、

「責めを免れる」を「責任を負わない」に改め、同条ただし書中「無効

の」を「共済関係が無効である」に、「本市との間に共済関係の存する

者」を「農作物共済加入者」に改める。 

第１９条の２第１項中「本市は」を「市は」に、「本市との間に共済

関係の存する者」を「農作物共済加入者」に、「「共済関係の存する者

の債権」を「「農作物共済加入者債権」に、「共済関係の存する者に」

を「農作物共済加入者に」に改め、同項第１号中「本市」を「市」に改

め、同項第２号中「共済関係の存する者の債権」を「農作物共済加入者

債権」に、「てん補すべき」を「 補すべき」に、「当該不足額」を

「その不足する額」に改め、同条第２項中「てん補すべき」を「 補す

べき」に、「本市との間に共済関係の存する者は、共済関係の存する者

の債権のうち本市」を「農作物共済加入者は、農作物共済加入者債権の

うち市」に、「本市の」を「市の」に改める。 

第２章第２節の節名を削り、第２０条から第３６条までを次のように

改める。 

（共済関係の成立） 
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第２０条 農作物共済の共済関係は、共済目的たる農作物の年産ごとに、

次条第２項に規定する農作物共済資格者が耕作の業務を営む当該農作

物（次の各号のいずれかに該当する農作物を除く。以下この項におい

て同じ。）（農業共済資格団体にあっては、その構成員が耕作の業務

を営む当該農作物）の全てを農作物共済に付することを申し込み、市

長がこれを承諾することによって成立する。 

 共済事故の発生が相当の確実さをもって見通されること。 

 第２９条第１項第１号の基準収穫量又は同項第２号の基準生産金

額の適正な決定が困難であること。 

 損害の額の適正かつ円滑な認定が困難であること。 

 耕作が穀実の収穫を目的としないことその他通常の肥培管理が行

われず、又は行われないおそれがあること。 

２ 前項の規定による申込みは、４月１日から５月１５日までの間に行

われなければならない。 

（農作物共済資格者） 

第２１条 市との間に農作物共済の共済関係を成立させることができる

者は、共済目的たる農作物につき耕作の業務を営む者（農業共済資格

団体にあっては、その構成員の全てが当該農作物につき耕作の業務を

営むもの）で当該農作物の耕作面積の合計が１０アール以上であるも

ののうち、第３条に規定する区域内に住所（法人にあっては、その主

たる事務所の所在地）を有するもの（農業共済資格団体にあっては、

その構成員の全てが当該区域内に住所を有するもの）とする。 

２ 農作物共済加入者が前項に規定する資格を有する者（以下「農作物

共済資格者」という。）でなくなったときは、その時に、当該共済関

係は消滅するものとする。 

（農作物共済の申込み） 

第２２条 農作物共済資格者は、第２０条第１項の規定による農作物共

済の申込み（以下「共済申込み」という。）をしようとするときは、

次の各号に掲げる事項を記載した申込書を市長に提出しなければなら

ない。 
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 当該農作物共済資格者の氏名及び住所（法人にあっては名称及び

主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、農業共済資格団体

にあっては名称並びにその代表者の氏名及び住所） 

 類区分、引受方式、第２９条第１項第１号の補償割合（引受方式

として災害収入共済方式を選択する場合にあっては、同条第６項の

補償割合）及び同号の単位当たり共済金額（引受方式として災害収

入共済方式を選択する場合にあっては、共済金額） 

 耕地の所在地及び面積並びに当該耕地において栽培される共済目

的たる農作物の品種、栽培方法、用途及び収穫時期 

 引受方式として全相殺方式を選択する場合にあっては、共済目的

たる農作物の収穫量の確認方法 

 引受方式として災害収入共済方式を選択する場合にあっては、共

済目的たる農作物の収穫量、品質及び生産金額の確認方法並びに当

該農作物に係る収穫物の出荷計画 

 一筆半損特約又は農作物共済自動継続特約（第３１条第１項に規

定する農作物共済自動継続特約をいう。第２４条第１項第８号にお

いて同じ。）を付するときは、その旨 

 その他農作物共済の共済関係の成立に必要な事項として市長が必

要と認める事項 

２ 市長は、共済申込みを受けたときは、その農作物共済に係る共済責

任期間の始期までに当該共済申込みを承諾するかどうかを決定し、当

該共済申込みを承諾しない場合は、当該始期までにその旨を当該共済

申込みをした農作物共済資格者に通知するものとする。この場合にお

いて、当該始期までに当該共済申込みを承諾しない旨の通知がされな

いときは、当該始期において当該農作物共済資格者に対する当該共済

申込みを承諾する旨の通知があったものとみなす。 

３ 農作物共済加入者は、第１項の申込書に記載した事項に変更が生じ

たとき（共済目的について第１６条第１項各号のいずれかに該当する

ときを除く。）は、遅滞なく、その旨を市長に通知しなければならな

い。 



議 98-8 

（共済申込みの承諾の拒否） 

第２３条 市長は、農作物共済資格者から共済申込みがあった場合にお

いて、当該共済申込みに係る農作物が当該農作物共済資格者が共済申

込みをすることができる農作物の全てでないときは、当該共済申込み

を承諾しないものとする。 

（共済関係成立の書面の交付） 

第２４条 市長は、農作物共済の共済関係が成立したときは、加入者負

担共済掛金の納付の期限までに、当該農作物共済に係る農作物共済加

入者に対し、次の各号に掲げる事項を記載した書面を交付するものと

する。 

 当該農作物共済加入者の氏名又は名称 

 当該共済関係の成立年月日 

 当該農作物共済に係る共済責任期間の始期及び終期 

 当該農作物共済に係る共済事故の内容 

 当該農作物共済に係る共済金額 

 当該農作物共済加入者の属する危険段階 

 当該農作物共済に係る類区分、引受方式、第２９条第１項第１号

の補償割合（引受方式として災害収入共済方式が選択された場合に

あっては、同条第６項の補償割合）、同号の単位当たり共済金額

（引受方式として災害収入共済方式が選択された場合にあっては、

共済金額）及び引受面積 

 当該農作物共済に係る一筆半損特約又は農作物共済自動継続特約

の有無 

 当該農作物共済に係る加入者負担共済掛金及び賦課金の額並びに

その支払方法 

 その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の書面には、市長が署名し、又はその記名押印がされなければ

ならない。 

（共済責任期間） 

第２５条 農作物共済の共済責任期間は、本田移植期（直播
ま

きをする場
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合にあっては、発芽期）から収穫に至るまでの期間とする。 

（引受方式の選択） 

第２６条 農作物共済資格者は、農作物共済の引受方式として、別表の

左欄に掲げる区分及び同表の中欄に掲げる類区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる方式のいずれかを選択しなければならない。この場

合において、全相殺方式にあっては全相殺方式資格者（省令第８７条

第３項の規定により全相殺方式を選択することができる農作物共済資

格者をいう。）に限り、災害収入共済方式にあっては災害収入共済方

式資格者（同条第４項の規定により災害収入共済方式を選択すること

ができる農作物共済資格者をいう。）に限り選択することができる。 

（加入者負担共済掛金の額等） 

第２７条 加入者負担共済掛金の額は、類区分ごとに、第３０条第１項

の規定により算定した共済掛金の額から、共済金額に基準共済掛金率

を乗じて得た額の２分の１に相当する額を差し引いて得た額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、加入者負担共済掛金の一部に充てるため

の補助金がある場合における当該補助金の交付を受ける農作物共済加

入者に係る加入者負担共済掛金は、同項の規定により算定された額か

ら当該補助金の額を差し引いて得た額とする。 

３ 加入者負担共済掛金は、納入通知書により徴収するものとする。 

（加入者負担共済掛金の納付） 

第２８条 農作物共済加入者は、その加入者負担共済掛金を７月３１日

までに市に納付しなければならない。 

（共済金額） 

第２９条 農作物共済の共済金額は、類区分ごとに、次に掲げる当該農

作物共済に係る引受方式の区分に応じ、当該号に定める額とする。 

 全相殺方式、半相殺方式、地域インデックス方式及び一筆方式 

基準収穫量に補償割合を乗じて得た数量に、単位当たり共済金額を

乗じて得た額 

 災害収入共済方式 基準生産金額の１００分の４０に相当する額

以上共済目的に係る共済限度額以下の範囲内で農作物共済資格者が
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共済申込みの際に申し出た額 

２ 前項第１号の基準収穫量は、農作物共済資格者ごと及び類区分ごと

に、省令第９０条の農林水産大臣が定める準則に従い、市長が定める。 

３ 第１項第１号の補償割合は、次の各号に掲げる農作物共済の引受方

式の区分に応じ、当該各号に定める割合のうち農作物共済資格者が共

済申込みの際に申し出た割合とする。 

 全相殺方式及び地域インデックス方式 １００分の９０、１００

分の８０又は１００分の７０ 

 半相殺方式 １００分の８０、１００分の７０又は１００分の６

０ 

 一筆方式 １００分の７０、１００分の６０又は１００分の５０ 

４ 第１項第１号の単位当たり共済金額は、類区分ごとに、省令第９１

条第１項の規定により農林水産大臣が定める２以上の金額のうち農作

物共済資格者が共済申込みの際に申し出た額とする。 

５ 第１項第２号の基準生産金額は、農作物共済資格者ごと及び類区分

ごとに、省令第９４条の農林水産大臣が定める準則に従い、市長が定

める。 

６ 第１項第２号の共済限度額は、同号の基準生産金額に補償割合（１

００分の９０、１００分の８０又は１００分の７０のうち農作物共済

資格者が共済申込みの際に申し出た割合をいう。）を乗じて得た額と

する。 

（共済掛金） 

第３０条 農作物共済の共済掛金は、類区分ごとに、前条第１項の規定

により算定された共済金額の額に共済掛金率を乗じて得た額とする。 

２ 前項の共済掛金率は、共済掛金区分ごと及び危険段階ごとに、市長

が別に定める基準共済掛金率を下回らない範囲内において、市長が定

める。 

（自動継続特約等） 

第３１条 市は、共済申込みの際の農作物共済資格者からの申出により、

当該共済申込みに係る農作物共済に農作物共済自動継続特約（翌年産
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の農作物に係る第２０条第２項に規定する共済申込みの期間（以下

「共済申込期間」という。）内に農作物共済資格者から当該農作物に

ついて共済申込みをしない旨の意思表示がなかった場合は、当該共済

申込期間内に当該農作物共済資格者から当該農作物について当該年産

の農作物に係る農作物共済と同一の内容の共済申込みがあったものと

みなす旨の特約をいう。以下同じ。）を付することができる。 

２ 市長は、前年産の農作物に係る農作物共済（以下「前年分共済」と

いう。）に農作物共済自動継続特約が付されていたときは、当該年産

の農作物に係る農作物共済（以下「当該年分共済」という。）の共済

申込期間が満了するまでに、当該前年分共済に係る農作物共済加入者

に当該年分共済の共済関係の内容を示すものとする。この場合におい

て、当該共済申込期間内に当該農作物共済加入者から当該年分共済の

共済関係の内容の変更の申出があったときは、その変更後の内容の当

該年分共済に係る共済申込みがあったものとみなす。 

３ 市は、共済申込みの際の農作物共済資格者からの申出により、当該

共済申込みに係る農作物共済に一筆半損特約を付することができる。

ただし、当該農作物共済に係る引受方式として一筆方式が選択された

場合は、この限りでない。 

（農作物共済掛金率等一覧表の備置き及び閲覧） 

第３２条 市長は、農作物共済の共済掛金率、当該共済掛金率のうち農

作物共済加入者が負担する部分の率、単位当たり共済金額等を記載し

た農作物共済掛金率等一覧表を作成し、これを市の事務所又は事業所

に備え置かなければならない。ただし、当該農作物共済掛金率等一覧

表の作成及び備置きは、電磁的記録（電磁的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同

じ。）の作成及びその保存をもって代えることができる。 

２ 市長は、毎年、農作物共済の共済申込期間の初日の１０日前までに、

前項の農作物共済掛金率等一覧表に記載された事項のうち市長が指定

するものを公示するものとする。 
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３ 農作物共済加入者は、第１項の農作物共済掛金率等一覧表（同項た

だし書の規定により農作物共済掛金率等一覧表が電磁的記録で作成さ

れている場合は、当該電磁的記録に記録された情報の内容を表示した

もの）の閲覧を求めることができる。 

（共済金の支払額） 

第３３条 災害収入共済方式以外の引受方式に係る農作物共済の共済金

の支払額は、類区分ごとに、次に掲げる引受方式の区分に応じ、当該

号に定める額とする。 

 全相殺方式、半相殺方式及び地域インデックス方式 法第１３

８条第１項の減収量（省令第９７条の規定により算定される数量

をいう。）が支払開始減収量（省令第９６条の規定により算定さ

れる数量をいう。）を超えた場合における共済減収量（当該減収

量から当該支払開始減収量を差し引いて得た数量をいう。）に第

２９条第１項第１号の単位当たり共済金額を乗じて得た額 

 一筆方式 法第１３８条第１項の減収量（省令附則第８条第１

項の規定により算定される数量をいう。）が支払開始減収量（同

条第２項の規定により算定される数量をいう。）を超えた場合に

おける共済減収量（当該減収量から当該支払開始減収量を差し引

いて得た数量をいう。）に第２９条第１項第１号の単位当たり共

済金額を乗じて得た額 

２ 災害収入共済方式に係る農作物共済の共済金の支払額は、類区分ご

とに、共済事故による農作物の減収又は品質の低下（省令第９８条に

規定するものに限る。）がある場合においてその年産の共済目的に係

る農作物の生産金額（省令第９９条の規定により算定されるものをい

う。以下同じ。）がその共済目的に係る第２９条第１項第２号の共済

限度額に達しないときにおける第１号に掲げる金額に第２号に掲げる

割合を乗じて得た額とする。 

 当該共済限度額から当該生産金額を差し引いて得た額 

 共済金額を当該共済限度額で除して得た割合 

（共済金額の減額） 
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第３４条 市は、農作物共済の共済金の支払に不足が生ずる場合におい

て、第４４条に規定する 補準備金及び第４６条に規定する特別積立

金をその支払に充ててもなお不足が生ずるときは、共済金額を減額す

ることができる。 

（共済金の支払の免責） 

第３５条 市は、農作物共済加入者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該農作物共済加入者に係る共済金の全部又は一部につき、そ

の支払の責任を負わない。 

 第１２条第１項の規定による義務を怠ったとき。 

 第１３条の規定による指示に従わなかったとき。 

 第１６条の規定による通知をせず、又は悪意若しくは重大な過失

により不実の通知をしたとき。 

 その共済申込みの際、当該共済申込みに係る第２２条第１項第２

号から第５号までに掲げる事項につき、悪意又は重大な過失により

通知せず、又は不実の通知をしたとき（市がこれを知っていたとき

及び過失によってこれを知らなかったときを除く。）。 

 正当な理由なく第２８条に規定する期限までに加入者負担共済掛

金を納付しなかったとき。 

２ 市は、法第１３６条第１項の規定により共済目的たる農作物の栽培

方法に応ずる区分が定められた場合において、農作物共済加入者が当

該農作物の栽培方法を当該区分で当該農作物に適用されるものに係る

栽培方法以外の栽培方法に変更したときは、その変更の結果通常生ず

べき損失の額については、当該農作物共済加入者に対して共済金の支

払の責任を負わない。 

３ 市は、農作物共済加入者が植物防疫法（昭和２５年法律第１５１

号）の規定に違反した場合には、その違反に係る行為の結果通常生ず

べき損失の額については、当該農作物共済加入者に対して共済金の支

払の責任を負わない。 

（告知義務等） 

第３６条 農作物共済資格者は、共済申込みの際、農作物共済の共済関
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係が成立することにより 補することとされる損害の発生の可能性に

関する重要な事項のうち市長が指定するものを市長に告知しなければ

ならない。 

２ 市は、農作物共済加入者が故意若しくは重大な過失により前項の規

定による告知をせず、又は不実の告知をしたときは、その農作物共済

の共済関係を解除することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、市は、次の各号のいずれかに該当する場

合は、同項の共済関係を解除することができない。 

 市が、当該共済関係に係る共済申込みの承諾の時において、農作

物共済加入者が故意若しくは重大な過失により第１項の規定による

告知をせず、又は不実の告知をしたことを知り、又は過失によって

知らなかったとき。 

 市のために当該共済関係の成立のための行為の媒介を行うことが

できる者（市のために当該共済関係の成立のための行為の代理を行

うことができる者を除く。以下「共済媒介者」という。）が、農作

物共済加入者が第１項の規定による告知をすることを妨げたとき。 

 共済媒介者が、農作物共済加入者に対し、第１項の規定による告

知をせず、又は不実の告知をすることを勧めたとき。 

４ 前項第２号及び第３号の規定は、共済媒介者の行為がなかったとし

ても農作物共済加入者が第１項の規定による告知をせず、又は不実の

告知をしたと認められる場合は、適用しない。 

５ 第２項の規定により同項の共済関係を解除する権利は、市が同項の

規定による解除の原因があることを知った時から１月間行使しないと

きは、消滅する。当該共済関係に係る共済申込みの承諾の時から６月

を経過したときも、同様とする。 

第２章第３節の節名を削り、第３７条から第４０条までを次のように

改める。 

（加入者負担共済掛金の不払による共済関係の解除） 

第３７条 市は、農作物共済加入者が正当な理由なく第２８条に規定す

る期限までに加入者負担共済掛金を納付しなかったときは、その農作
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物共済の共済関係を解除するものとする。 

（重大事由による共済関係の解除） 

第３８条 市は、次の各号のいずれかに該当するときは、農作物共済の

共済関係を解除するものとする。 

 当該農作物共済に係る農作物共済加入者が、市に当該共済関係に

基づく共済金の給付を行わせることを目的として当該農作物共済に

係る損害を生じさせ、又は生じさせようとしたとき。 

 当該農作物共済に係る農作物共済加入者が、当該共済関係に基づ

く共済金の給付の請求について詐欺を行い、又は行おうとしたとき。 

 前２号に掲げるもののほか、市の当該農作物共済に係る農作物共

済加入者に対する信頼が損なわれることにより、当該共済関係を存

続させることを困難にする重大な事由が生じたとき。 

（共済関係の解除の効力） 

第３９条 第３６条第２項、第３７条及び前条の規定による農作物共済

の共済関係の解除は、将来に向かってのみその効力を生ずる。 

２ 市は、次の各号に掲げる規定により農作物共済の共済関係を解除し

た場合には、当該各号に定める損害を 補する責任を負わない。 

 第３６条第２項 同項の規定による解除がされた時までに発生し

た共済事故による損害（同条第１項の規定による告知を要する事実

に基づかずに発生した共済事故による損害を除く。） 

 第３７条 同条の規定による解除がされた時までに発生した共済

事故による損害 

 前条 同条各号のいずれかに該当したときから同条の規定による

解除がされた時までに発生した共済事故による損害 

（共済金の支払額等の公表） 

第４０条 市長は、共済金の支払額の決定後、遅滞なく、農作物共済加

入者ごとに、共済金の支払額、第３３条第１項第１号に規定する共済

減収量（一筆方式にあっては同項第２号に規定する共済減収量、災害

収入共済方式にあっては生産金額の減少額（同条第２項第１号に掲げ

る額をいう。）及び農作物の減収量（省令第９８条第２号に掲げる数
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量から同条第１号に掲げる数量を差し引いて得た数量をいう。））、

共済金の支払期日及び支払方法を公表するものとする。 

 第４１条から第６６条の６までを削る。 

 第６７条中「本市」を「市」に改め、「の各号」を削り、同条中第２

号を削り、第３号を第２号とし、第３章中同条を第４１条とする。 

第６８条中「本市」を「市」に、「終り」を「終わり」に、「のう

ち」を「の合計額」に、「に相当する金額」を「の合計額」に、「得た

金額」を「得た額に相当する額」に改め、同条を第４２条とし、同条の

次に次の４条を加える。 

（不足金 補準備金の積立て） 

第４３条 市は、毎会計年度、第４１条第１号の勘定（以下「農作物共

済勘定」という。）に係る剰余金の額の２分の１に相当する額を不足

金 補準備金として積み立てるものとする。 

（不足金 補準備金の取崩し） 

第４４条 市は、農作物共済勘定について共済金の支払に不足が生じる

場合には、前条の不足金 補準備金（以下「 補準備金」という。）

をその支払に充てるものとする。 

（特別積立金の積立て） 

第４５条 市は、毎会計年度、農作物共済勘定に係る剰余金の額から 

補準備金として積み立てる額を差し引いて得た額を特別積立金として

積み立てるものとする。 

（特別積立金の取崩し） 

第４６条 市は、農作物共済勘定について、共済金の支払に不足が生じ

る場合であって、 補準備金をその支払に充ててもなお不足が生じる

ときは、前条の特別積立金（以下「特別積立金」という。）を共済金

の支払に充てるものとする。 

２ 市は、毎会計年度、農作物共済勘定について、共済金の支払に不足

が生じる場合以外の不足金が生じる場合であって、 補準備金を当該

不足金の 補に充ててもなお不足が生じるときは、特別積立金をその

不足金の 補に充てることができる。 
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３ 市は、議会の議決を経て、特別積立金を第１３条後段に規定する費

用及び第１４条に規定する施設をするために必要な費用の支払に充て

ることができる。 

第６９条から第７５条まで及び第４章を削る。 

第７８条の見出しを「（損害評価会）」に改め、同条中「本市に」を

「法第２２１条第１項の規定により設置する」に、「を置く」を「の組

織及び運営については、農業保険法施行令（平成２９年政令第２６３

号）に定めるもののほか、次条から第５１条までに定めるところによ

る」に改め、第５章中同条を第４７条とする。 

第７９条中「損害評価会は」の次に「、市長の諮問に応じ」を加え、

「重要事項」を「重要な事項」に改め、「市長の諮問に応じて」を削り、

同条を第４８条とし、第８０条を第４９条とし、同条の次に次の１条を

加える。 

（任期） 

第５０条 委員の任期は、３年とする。 

第８１条から第８４条までを削る。 

第８５条の見出しを「（運営の細目）」に改め、同条中「損害評価会

の会議」を「第４８条から前条までに規定するもののほか、損害評価

会」に改め、第５章中同条を第５１条とし、同章を第４章とする。 

第６章中第８６条を第５３条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（農業経営収入保険に移行する者の共済関係の解除等） 

第５２条 法人たる農作物共済加入者は、その農作物共済に代えて農業

経営収入保険に加入しようとするときは、その共済責任期間内に限り、

当該農作物共済に係る共済関係を解除することができる。この場合に

おいて、市は、当該農業経営収入保険に係る保険期間たる当該農作物

共済加入者の事業年度が開始する日以後に当該共済責任期間が満了す

る農作物共済に係る加入者負担共済掛金について、その全額を当該農

作物共済加入者に返還するものとする。

２ 市は、前項の規定により法人たる農作物共済加入者がその共済関係

を解除する場合は、当該農作物共済加入者が支払った賦課金について、
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月割りにより計算した額を当該農作物共済加入者に返還するものとす

る。

第６章を第５章とする。

付則の次に次の別表を加える。

別表 

第 １

区 分

１類 飼料用、バイオ燃料用

及び米粉用以外の用途の水

稲 

全相殺方式、半相殺方式、災

害収入共済方式及び一筆方式 

２類 飼料用又はバイオ燃料

用の水稲 

全相殺方式、半相殺方式、災

害収入共済方式及び一筆方式 

３類 米粉用の水稲 全相殺方式、半相殺方式、災

害収入共済方式及び一筆方式 

第 ２

区 分

２類 飼料用又はバイオ燃料

用の水稲 

全相殺方式、半相殺方式、災

害収入共済方式及び一筆方式 

７類 飼料用及びバイオ燃料

用以外の用途の水稲 

地域インデックス方式 

備考 

１ 「第１区分」とは共済目的の全てについて地域インデックス方

式以外の引受方式を選択する場合を、「第２区分」とは共済目的

の全部又は一部について地域インデックス方式を選択する場合を

いう。 

２ 「バイオ燃料」とは、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材

料としての利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号）

第２条第２項に規定するバイオ燃料をいう。 

別記第１及び別記第２を削る。

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２  この条例による改正後の尼崎市農業共済条例（以下「改正後の条

例」という。）の規定中農作物共済の共済関係に係る部分は、平成３

１年以後の年産の農作物に係る農作物共済の共済関係について適用し、

平成３０年以前の年産の農作物に係る農作物共済の共済関係について

は、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例の規定中農作物共済における一筆方式（農業保険法施

行規則（平成２９年農林水産省令第６３号）附則第８条第２項に規定

する一筆方式をいう。）の引受方式に係る部分は、平成３３年以前の

年産の農作物に係る農作物共済の共済関係に限り、適用する。 

４ 市は、平成３３年３月３１日までに共済責任期間が満了する農作物

共済に係る加入者負担共済掛金（改正後の条例第５条第３項に規定す

る加入者負担共済掛金をいう。）について、平成３４年３月３１日ま

での間に限り、この条例による改正前の尼崎市農業共済条例（以下

「改正前の条例」という。）第３６条の規定の例により、その一部を

払い戻すことができる。 

５ 改正後の条例第３４条の規定は、平成３４年度以後の会計年度にお

ける共済金額の減額について適用し、平成３３年度以前の会計年度に

おける共済金額の減額については、なお従前の例による。 

６ 改正後の条例第４３条の規定は、平成３１年度以後の会計年度に係

る不足金 補準備金の積立てについて適用し、平成３０年度以前の会

計年度に係る不足金 補準備金の積立てについては、なお従前の例に

よる。 

７ 改正後の条例第４５条及び第４６条の規定は、平成３４年度以後の

会計年度に係る特別積立金の積立て及び取崩しについて適用し、平成

３３年度以前の会計年度に係る特別積立金の積立て及び取崩しについ

ては、改正前の条例第７４条及び第７５条（第６項を除く。）の規定

は、なおその効力を有する。 

８ 付則第２項から前項までに規定するもののほか、この条例の施行に

ついて必要な経過措置は、市長が定める。 



議 98-20 

（説 明） 

  農業災害補償法の一部を改正する法律（平成２９年法律第７４号）

の施行による農業共済事業の改正に伴い、条例改正が必要であること

から、本案を提出する。 



議 99 

議案第９９号

尼崎市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例

について

尼崎市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例を次のよ

うに制定する。

平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

尼崎市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例

 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第３条第２項の条例で定める

区域の規模に関する条件は、３００平方メートル以上の規模の区域であ

ることとする。

   付 則

 この条例は、公布の日から施行する。

（説 明）

  生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定めるため、条例制定が

必要であることから、本案を提出する。





議 100 

議案第１００号 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例に 

ついて 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例（平成１２年尼崎市条例第３０

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第９号の２の次に次の１号を加える。 

 の３ 建築基準法第４３条第２項第１号の規定に基づく建築物の敷 

地と道路との関係の建築の認定の申請に対する審査 １件 ２７， 

０００円 

第２条第１項第１０号中「建築物」の前に「建築基準法第４３条第２

項第２号の規定に基づく」を加え、同項第３４号中「仮設建築物」を

「建築基準法第８５条第５項の規定に基づく仮設興行場等」に改め、同

号の次に次の１号を加える。 

(34)の２ 建築基準法第８５条第６項の規定に基づく仮設興行場等の建

築の許可の申請に対する審査 １件 １６０，０００円 

付 則 

この条例は、公布の日の翌日から施行する。 

（説 明） 

建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）の制

定に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 





議 101 

議案第１０１号

   尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例の一部

   を改正する条例について

 尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例

尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例（平成７年尼崎

市条例第４７号）の一部を次のように改正する。

第４条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とし、

第４号を第３号とする。

   付 則 

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年１１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に

関する条例第４条の規定は、この条例の施行の日以後に尼崎市特定公

共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例第５条第１項の規定による入

居の申込みをする者について適用し、同日前に同項の規定による入居

の申込みをした者については、なお従前の例による。

（説 明）

 特定公共賃貸住宅の入居者資格を見直すため、条例改正が必要であ

ることから、本案を提出する。





その他





議 102

議案第１０２号

   工事請負契約について

 あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事請負契約を次のとおり締結する

ため、議決を求める。 

  平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的  あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事請負のため 

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市若王寺２丁目１８番４号ほか

         工事概要 整備工事 

３ 契約の方法  一般競争入札 

４ 契約の金額  ５６７，０００，０００円 

５ 契約の相手方 尼崎市七松町２丁目２７番２３号 

株式会社オカモト・コンストラクション・システ

ム

           代表取締役 岡 本 征 夫

（説 明）

  あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事を施行するため、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に

より、本案を提出する。



議 102-2 

（参 考）

   工事概要

種 別 内                容

建 築

 ２号館整備工事

エレベーター及び渡り廊下増築工事並びに改修工事

  鉄筋コンクリート造り ３階建て １棟

  延べ面積 ２，０３１．５３平方メートル

 学生会館整備工事

エレベーター増築工事並びに改修工事

鉄筋コンクリート造り ３階建て １棟

  延べ面積 １，０６１．５５平方メートル

 図書館整備工事

  改修工事

  鉄筋コンクリート造り ４階建て １棟

  延べ面積 ２，９９４．０３平方メートル

外構工事



議 103

議案第１０３号

   工事請負契約について

 あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事のうち電気設備工事請負契約を

次のとおり締結するため、議決を求める。 

  平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的  あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事のうち電気設

備工事請負のため 

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市若王寺２丁目１８番４号ほか

         工事概要 電気設備工事 

３ 契約の方法  一般競争入札 

４ 契約の金額  １８９，２１６，０００円 

５ 契約の相手方 尼崎市稲葉荘１丁目１３番５号 

          山口電気工事株式会社

           代表取締役 山 口 節 夫

（説 明）

  あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事のうち電気設備工事を施行す

るため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例第２条の規定により、本案を提出する。



議 103-2 

（参 考）

   工事概要

種 別 内                容

電 気

電気設備工事

受変電設備工事               一式

電灯設備工事                一式

動力設備工事                一式

弱電設備工事                一式

火災報知設備工事              一式



議 104

議案第１０４号

   工事請負契約について

 あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事のうち機械設備工事請負契約を

次のとおり締結するため、議決を求める。 

  平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的  あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事のうち機械設

備工事請負のため 

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市若王寺２丁目１８番４号ほか

         工事概要 機械設備工事 

３ 契約の方法  一般競争入札 

４ 契約の金額  １９０，６５２，４００円 

５ 契約の相手方 尼崎市南武庫之荘１丁目２９番１５号 

          株式会社西三設備

           代表取締役 西 村 一 浩

（説 明）

  あまがさき・ひと咲きプラザ整備工事のうち機械設備工事を施行す

るため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例第２条の規定により、本案を提出する。



議 104-2 

（参 考）

   工事概要

種 別 内                容

機 械

機械設備工事

空気調和設備工事              一式

換気設備工事                一式

衛生器具設備工事              一式

給水設備工事                一式

排水設備工事                一式

給湯設備工事                一式

消火設備工事                一式

床暖房設備工事               一式



議 105

議案第１０５号

   工事請負契約の変更について

 潮小学校校舎増築等工事請負契約の変更契約を次のとおり締結するた

め、議決を求める。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

１ 契約の目的     潮小学校校舎増築等工事請負契約の変更のた

     め

２ 契約の内容     工事場所 尼崎市潮江２丁目２番２０号

            工事概要 校舎増築等工事

３ 変更後の契約金額  ３３５，５９０，５６０円

４ 契約の相手方    尼崎市玄番南之町５番地６

             株式会社トータルサプライ

              代表取締役 柄 谷 順 一 郎

（説 明）

  平成３０年３月６日に議決された潮小学校校舎増築等工事の設計変

更に伴う工事請負契約の変更契約を締結するため、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、

本案を提出する。



議 105-2 

（参 考）

Ⅰ 工事概要

種 別 内                容

建 築

校舎増築工事

  鉄骨造り ２階建て １棟

  敷地面積 １５，８３７．７９平方メートル

  建築面積    ５９６．７３平方メートル

  延べ面積  １，０２７．８９平方メートル

  （主な諸室）

 普通教室、図書室、少人数教室、更衣室

既存南棟改修工事

屋外付帯工事（外構等）

既存児童ホーム解体工事

今回変更内容

 平成３０年３月からの労務・材料等単価の適用

 ブロック塀倒壊防止対策実施に伴う増額

Ⅱ 変更前契約 

 １ 契約の目的  潮小学校校舎増築等工事請負のため

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市潮江２丁目２番２０号

         工事概要 校舎増築等工事

３ 契約の方法  一般競争入札

４ 契約の金額  ２９４，６２４，０００円

５ 契約の相手方 尼崎市玄番南之町５番地６

          株式会社トータルサプライ

           代表取締役 柄 谷 順 一 郎



議 106 

議案第１０６号

   工事請負契約の変更について

 大庄支所・地区会館複合施設新築工事請負契約の変更契約を次のとお

り締結するため、議決を求める。

  平成３０年９月１１日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

１ 契約の目的    大庄支所・地区会館複合施設新築工事請負契約

の変更のため 

２ 契約の内容    工事場所 尼崎市大島３丁目１５３番地の４

           工事概要 新築工事

３ 変更後の契約金額 ６３４，７９８，６７４円

４ 契約の相手方   尼崎市玄番南之町４番地

            株式会社柄谷工務店

             代表取締役 柄 谷 順 一 郎

（説 明）

  当初契約を平成２９年１０月１２日に、変更契約を平成３０年６月

２０日に議決された大庄支所・地区会館複合施設新築工事の設計変更

に伴う工事請負契約の変更契約を締結するため、議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、本

案を提出する。



議 106-2 

（参 考）

Ⅰ 工事概要

種 別 内                容

建 築

大庄支所・地区会館複合施設新築工事

鉄筋コンクリート造り ４階建て １棟

 延べ面積  ２，４１３．５５平方メートル

付属棟

 鉄筋コンクリート造り 平屋建て １棟

延べ面積  ６３．０１平方メートル

駐輪場

 アルミ製 平屋建て ２棟

延べ面積  ６９．０８平方メートル

外構工事

 植栽工事

 今回変更内容

  賃金又は物価の変動に伴うインフレスライドの適用

（尼崎市工事請負契約書第２６条関係）

Ⅱ 変更前契約

 １ 契約の目的  大庄支所・地区会館複合施設新築工事請負のため

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市大島３丁目１５３番地の４

          工事概要 新築工事

３ 契約の方法  一般競争入札

４ 契約の金額  ６３１，１１３，１２０円

５ 契約の相手方 尼崎市玄番南之町４番地

           株式会社柄谷工務店

            代表取締役 柄 谷 順 一 郎



議 107 

議案第１０７号 

   事業契約及び市有地の売払いについて 

 市営武庫３住宅第３期（西昆陽住宅）建替事業について、次のとおり

事業契約を締結するとともに市有地を売り払うため、議決を求める。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 事業契約 

 契約の目的  市営武庫３住宅第３期（西昆陽住宅）建替事業の

実施のため 

 契約の内容  事業場所 尼崎市西昆陽２丁目１９番１号ほか 

事業概要 市営西昆陽住宅の建替（関連する公共

施設の整備を含む）、入居者移転支援

業務及び余剰地活用業務 

 契約の方法  一般競争入札（総合評価） 

 契約の金額  ２，２４２，９６８，０００円 

契約の相手方 株式会社柄谷工務店、株式会社市浦ハウジング＆

プランニング大阪支店、株式会社アクロスコーポ

レイション及び阪急阪神不動産株式会社を構成

企業とするグループ 

代表企業 尼崎市玄番南之町４番地 

株式会社柄谷工務店 

代表取締役 柄 谷 順 一 郎 

２ 市有地の売払い 

 売払いの目的 市営武庫３住宅第３期（西昆陽住宅）建替事業に

伴い創出する余剰地を、戸建住宅用地として活用

するため



議 107-2

 売払いの市有地 

所 在 地 番 地 目 面 積 

尼崎市西昆陽２丁目３１８－１ 宅地 
５，２５４．８７

平方メートル

 売払いの金額  ４１５，６６０，２１７円 

売払いの相手方 大阪市北区芝田１丁目１番４号 

阪急阪神不動産株式会社 

代表取締役 若 林 常 夫 

（説 明） 

  市営武庫３住宅第３期（西昆陽住宅）建替事業を実施し、建替事業

に伴い創出する余剰地を戸建住宅用地として活用するため、民間資金

等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第１２条及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３

条の規定により、本案を提出する。 



議 108 

議案第１０８号 

市道路線の認定について 

市道路線を次のとおり認定するため、議決を求める。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 認定しようとする路線 

路    線    名 
起     点 

終     点 

市 道 第 ８ ６ １ 号 線 
東園田町２丁目２７－３ 

東園田町２丁目２７－３ 

（説 明） 

  開発事業の帰属に伴う路線 

・認 定 路 線 ： 市道第８６１号線 

  以上の路線を認定するため道路法第８条第２項の規定により、本案

を提出する。 

（参 考） 

市道路線の認定図（別紙） 
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新規認定路線

既認定路線
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終点

終点

開発区域

大阪府豊中市

新規認定路線
（４７３１）市道第８６１号線
幅員＝５.００ｍ
延長＝１６.００ｍ
起点：東園田町２丁目２７－３
終点：東園田町２丁目２７－３

別紙





議 109 

議案第１０９号 

平成２９年度尼崎市水道事業会計未処分利益剰余金の処分に 

ついて 

平成２９年度尼崎市水道事業会計に係る未処分利益剰余金を次のとお

り処分するため、議決を求める。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   ５３６，４０１，０９２円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額 

 建設改良積立金の積立て   ５３６，４０１，０９２円 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 





議 110 

議案第１１０号 

平成２９年度尼崎市工業用水道事業会計未処分利益剰余金の 

処分について 

平成２９年度尼崎市工業用水道事業会計に係る未処分利益剰余金を次

のとおり処分するため、議決を求める。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   １，２０３，４８７，９７０円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額 

 建設改良積立金の積立て   １，２０３，４８７，９７０円 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 





議 111   

議案第１１１号 

平成２９年度尼崎市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分 

について 

平成２９年度尼崎市下水道事業会計に係る未処分利益剰余金を次のと

おり処分するため、議決を求める。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   ３，９５１，４３８，８６３円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額 

 建設改良積立金の積立て   １，６１０，１３８，９０９円 

 資 本 金 へ の 組 入 れ   ３４１，２９９，９５４円 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 





議 112 

議案第１１２号 

平成２９年度尼崎市モーターボート競走事業会計未処分利益 

剰余金の処分について 

平成２９年度尼崎市モーターボート競走事業会計に係る未処分利益剰

余金を次のとおり処分するため、議決を求める。 

平成３０年９月１１日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   ７，６９０，４９８，１９２円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額  

 建設改良積立金の積立て    ９５０，０００，０００円 

 他 会 計 へ の 繰 出 し    １３０，０００，０００円 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 




